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韓国における食品消費動向

〔要　　　旨〕

１　韓国社会の食品消費に関係すると思われる特徴は，①人口のソウル首都圏一極集中，②
高学歴化，③核家族化の進展，④アパート（韓国特有の高層マンション）居住者の急増，⑤
国民間の所得格差，⑥贈答文化，といったところに要約されるものと考えられる。

２　韓国では，一人当たりＧＤＰは１万２千米ドル強（2003年）と日本の約40％の水準にあ
るものの富裕層，中間層が台頭してきている。核家族化の進展や女性の社会進出と共働き
世帯の増加等によるライフスタイルの変化は日本と同様に生じてきており，これに伴って
消費構造も変化してきている。また，家計の平均食料品費水準は日本の83％に近接してい
る（世帯構成員数で補正すると71％）。

３　韓国では，消費生活の近代化，洋風化と同時に，日本の消費文化への親近性も同時に観
察される。長い歴史のなかで独自の「日式」食文化が定着したのとは別に，現代日本風の
消費文化が若年層を中心に評価を得て，日常消費生活のなかに取り込まれていく傾向があ
る。ことに日本製の加工食品への評価は高く，洋風･日本風調味料，菓子類は需要が拡大
している。

４　韓国では，ソウルオリンピック（1988年）ごろを起点にして食生活の変化が生じ始め，
ワールドカップ（2002年）以来の２年間で急速に多様化・高度化してきたと言われる。主
婦年齢38歳（1967年生まれ）ごろを境にして，韓国伝統食からの解放度が高くなるとも言
われ，夕飯の形態も多皿式韓国食から，日本と同様の食生活への変化も見られてきている。
また，ライフスタイルの変化等は外食産業の成長をもたらしている。

５　家計や個人の食品消費動向に関する諸統計から見ても，韓国トータルではまだ米飯とキ
ムチによる伝統的食生活がその大宗を占めていると推察されるものの，近年動物性たんぱ
く質と脂肪の摂取量が増加しており，はっきりとした変化の兆しが現れている。

６　果実類，果菜類，米の購入先では富裕層を中心に百貨店やディスカウントストア（日本
の総合スーパー）の割合が高まっており，富裕層では購入時の選択基準がブランドから実
際の「味･糖度」に移っているのが注目される。
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現在，日韓間は文化交流が盛んになる一

方，政治的には竹島問題等もあって必ずし

も穏やかとは言えない状況下にあるが，日

韓両国は同じく東アジアを構成する主要国

として，相互理解と民間交流をより一層拡

充していくことが重要と思われる。

本稿では，このうち米を主食とする共通

性もある韓国の食品消費動向について日本

とも比較しながら整理・検討し，その実情

と方向性を概観することとしたい。

（１） 韓国社会の特徴とその変化

韓国社会の食品消費に関係すると思われ

る特徴は，①人口のソウル首都圏一極集中，

②高学歴化，③核家族化の進展，④アパー

ト（韓国特有の高層マンション，以下同じ）

居住者の急増，⑤国民間の所得格差，⑥贈

答文化，といったところに要約されるもの

と考えられる。

ソウル首都圏（ソウル市，仁川市，京畿

道）への人口集中は00年で2,100万人（全人

口の46.3％）と，過去10年間で300万人弱

（3.5ポイント）増加した。高学歴性は，（高

卒者）大学進学率が過去８年間で28.3ポイ
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ントと急上昇して03年に79.7％に達したこ

とで拍車がかかっている（日本は44.8％［02

年］）。核家族化も急速に進展しているが，

これは経済発展との連動性があることもあ

り，00年の一般世帯における夫婦一世代世

帯数構成比は17.1％と，20年前（85年）の

日本の構成比（17.4％）に近似している

（現在の日本は同構成比26.2％［00年］）。これ

らの人口・世帯数増を吸収するために，限

られた土地の上でアパートが供給されてア

パート居住者が急増している（00年のアパ

ート居住世帯数500万強，構成比36.8％）。

次いで国民間の所得格差を見てみよう。

一般に韓国は日本より所得格差が大きいと

言われることが多いが，現在では日本もほ

ぼ同等となっている（ジニ係数0.312［02年］，

日本は0.301［03年］。ジニ係数は１に近いほ

ど所得格差が大きい）。約20年前（84年）の

日本のジニ係数は0.280だったから，バブ

ル崩壊後の構造調整下のゼロサム社会のな

かで日本側の所得格差が広がったものと考

えられる。最後に韓国特有のものとして贈

答文化が挙げられよう。韓国には，人生や

季節の節目等に必ず高額の贈答が行われる

習慣があり，現在でも継続されている。
（注１）

（注１）本項内の諸計数は，韓国統計庁（2003）
『韓国の社会指標』，アジア産業研究所（2004）
『韓国経済・産業データ・ハンドブック（2003年
版）』（資料：韓国統計庁），総務省『国勢調査
（2000）』，『全国消費実態調査（1999）』，文部科
学省『学校基本調査（2002）』による。

（２） ライフスタイルと消費構造の変化

韓国においては一人当たりGDPは１万２

千米ドル強（03年）と日本の約40％の水準に

あるものの，富裕層，中間層が台頭してきて

いる。核家族化の進展や女性の社会進出と

共働き世帯の増加等によるライフスタイル

の変化は日本と同様に生じてきており，こ

れに伴って消費構造も変化してきている。

供給側もプロダクト・アウトからマーケッ

ト・インへのマーケティングや製品戦略の

転換を余儀なくされ，消費者主導型へと消

費構造が変化している。日本で起きている

消費構造変化は，規模の大小を除けば韓国

においても着実に生じており，そのなかで

消費生活の近代化・洋風化も進んでいる。

（３） 日本の消費文化への親近性

韓国においては，消費生活の近代化・洋

風化と同時に，日本の消費文化への親近性

も同時に観察される。長い歴史のなかで独

自の「日式」食文化が定着したのとは別に，

現代日本風の消費文化が若年層を中心に評

価を得て，日常消費生活のなかに取り込ま

れていく傾向がある。例えば，ごく最近で

言えば「ニッポンピル」の流れがある。こ

れは日本（イルボン）を表す日本語音「ニッ

ポン」にfeelのハングル音「ピル」を加え

た新造語で，今や若年層のなかの一つのフ

ァッション傾向になっていると言われる。
（注２）

（注２）チョン・ヒョンモク「韓流を打つ“ニッポ
ンピル”向かい風」，韓国中央日報（web版）04
年11月22日付

韓国においては，ソウルオリンピックが
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２　外食産業動向に表れる

食品消費動向の変化



開催された88年ごろを起点にして食生活の

変化が生じ始め，02年のワールドカップ開

催以来の２年間で急速に多様化・高度化し

てきたと言われる。主婦年齢で現在38歳

（1967年生まれ）ごろを境にして，韓国の伝

統食からの解放度が高くなるとも言われ，

夕飯の形態もおかずが10品並ぶ韓国食か

ら，日本と同様に２～３品のおかずが並ぶ

食生活への変化もみられてきていると言わ

れる。
（注３）

これらは，核家族化の進展，女性の社会

進出，共働き世帯の増加等のライフスタイ

ルの変化に加え，海外旅行が盛んになり洋

食や日本食への嗜好が高まったことなどを

背景に生じていると思われる。そして，ラ

イフスタイルの変化等は外食産業の成長を

もたらしている。

韓国の外食産業市場規模の近年における

推移について，96年から01年への５年間の

売上高伸び率でみると23.2％と高率で，01

年の売上高は41兆ウォン弱（約４兆円）と

なっている（第１表）。外食産業市場規模

は日本同様食品製造業の総出荷額とほぼ見

合っているが（規模は日本の

約８分の１），今後はそれを

上回って成長することも予

想される。

外食産業のうち韓国にお

ける食堂業（レストラン業）

について着目し，その業態

推移について同じように96

年から01年への５年間の変

化でみると，食堂業全体の

売上高伸び率は36.1％で，01年の売上高は

25兆ウォン（約2.5兆円）となっている。食

の外部化の受け皿は，売上高（シェア

58.4％，01年）でも，売上高増加額でも韓

国式食堂がトップだが，売上高伸び率だけ

でみると日本式，西洋式の食堂がともに

40％を超え，ファーストフードの売上高は

2.7兆ウォン弱（約0.27兆円，シェア10.6％）

に達しており，韓国における食の外部化が

洋風化を伴いつつ進展していることが分

かる（
（注４）

第２表）。

（注３）本多（2003）
（注４）藤野（2004a）
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（単位  千個，千人，１０億ウォン，％）�

事業体数�
従事者数�
売上額�

出典　藤野（２００４ａ）     �
資料　韓国統計庁ホームページ（ｈｔｔｐ：//ｋｏｓｉｓ．ｎｓｏ．ｇｏ．ｋｒ/）

の｢卸小売業およびサービス業総調査｣, 外食産業総
合調査研究センター『外食産業統計資料集（２００３年）』
から作成　　     �

（注）　宿泊および飲食店業の全体数値。     

第1表　韓国外食産業市場規模推移�
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数値。     �
２　０１年の｢その他｣に｢ファーストフード｣｢麺類･のり巻｣を加えた場合の９６年
｢その他｣からの伸び率は, ｢事業体数」△４．７％, 「売上額」６４．２％となる。�

第2表　韓国における食堂業の業態推移�
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（１） 家計食品消費構造の変化と動向

韓国統計庁の『都市家計年報』の各数値

によれば，韓国の家計消費支出における70

年からの経年変化の特徴は，ソウルオリン

ピック開催（88年）以降の経済発展の加速

化により，今からおよそ15年前の90年に食

料品費が家計支出全体に占める割合（以下

同じ［＝エンゲル係数］）が32.0％と３分の

１を切り，年々低下していって03年には

26.5％と４分の１強まで低下してきている

ことである（日本は23.1％［03年］）（第３表）。

食料品費以外の支出項目を含め，韓国の家

計消費構造は近年急速に先進国型に移行し

ている。

韓国における家計の１か月当たり実質食

料品費の絶対水準（1995年基準）の推移を

みると，エンゲル係数が30％を切っている

95年には36万７千ウォン，00年（同係数

27.4％）には44万７千ウォン，03年（同係

数26.5％）には51万ウォンと，消費支出水

準の上昇にあわせて拡大してきた（同表）。

03年の日本の全世帯１か月当たり食料品費

は６万１千円なので，韓国はその約83％

（６分の５）の水準まで上昇してきたことに

なる（家計消費支出水準が日本の約72％で，

エンゲル係数が1.15倍のため）。一人当たり

国内総生産の水準比較の数値（日本の37％）

よりも，格段に日本に近似してきている。

もっとも，韓国における１世帯当たりの平

均構成員数は3.12人（00年）で日本の2.67人

を上回っており，これによって補正すると

韓国の支出水準は日本の約71％となる

（3.12人は日本の85年［3.14人］の状況に近似

している）。ちなみに，購買力平価での一

人当たりGNIは，日本の26,070米ドルに対

して韓国は16,480米ドル（02年，世銀資料）

と日本の63％の水準となっている。

（２） 家計の食品種類別支出額推移と

動向

次に，韓国における１か月当たり家計実

質食料品費の食品種類別支出金額の推移と

動向を見てみよう。ソウルオリンピック直

後の90年から03年までの推移をみると，肉

類，酪農品，魚介類，野菜・海藻類，パ

ン・菓子類，茶・飲料・酒類が増加傾向に

ある。これに対して穀類・食パンは，日本

同様減少傾向にあるが，03年でも外食費を

除く食品種類別支出額１位であることが注
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３　経済成長と家計食品

消費構造の変化

第3表　食品消費水準とエンゲル係数の推移�

（米ドル）（単位　千ウォン，％）�

（単位　百円，％）�
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９２６．６�
１,２６５．９�

１,６３２．３�
１,９２２．９�

出典　慎・李（２００４）ほか       �
資料　韓国統計庁『都市家計年報』各年度, 『韓国銀行調査

統計月報』, 日本は総務省『家計調査（２００３）』       �
（注）　一人当たりＧＤＰは名目値, 日本は０２年値（経済社会

総合研究所推計値）。       
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目される。肉類は増加傾向にあるとしたが，

00年から03年にかけて４千ウォン低下して

（9.1％減）頭打ち状態にあり，若年層を中

心とした肉離れも指摘されている。これら

に対して，果実類と調味食品は90年ないし

95年以降頭打ち傾向にある。

日本における絶対額・構成比（03年）に

比べると，調味食品（調理食品），茶・飲

料・酒類，魚介類，野菜・海藻類支出で大

きく下回るのと，パン・菓子類，酪農品で

も下回っているのが特徴といえる。これら

の多くは，日韓間の食の洋風化の進展度に

差異があることによるものと思われる。

大幅な増加を示しているのが外食費で，

90年に食品種類別支出額１位に踊り出たの

ち年を追って急増し，03年には23万３千ウ

ォンと食料支出全体の46％を占めるまでに

至っている。
（注５）

なお，日本における家計の外

食支出は１万２千円で構成比は20％である

（03年）。これは，日本の外食支出に中食費

が含まれていないことによるもので，日韓

を同一ベースで比較するために，次に外食

費に加工食品費を加えた広義の食の外部化

状況を見てみよう（第４表）。

（注５）23万３千ウォンを年間ベース（×12か月）
にし，韓国内の世帯数（約1,400万世帯）を乗じ
ると39兆ウォンとなり，韓国における外食産業
全体の売上高に相当することになってしまう。
外食産業売上高には，宿泊関係支出や法人支出
が含まれており，これらから考えると家計支出
の外食費には外食産業での外食支出以外のもの
が含まれているものと推定される。具体的には
いわゆる中食（持帰り弁当・惣菜やテイクアウ
ト食品等）を外食に含めているものと考えられ
る。このことは，日本における食の外部化率
（≒（外食費＋中食費））が44.1％（01年，（財）
外食産業調査研究センター）であることからみ
ても妥当な推定といえよう。

（３） 食品形態別家計消費支出の変化と

動向

家計の食料支出を生鮮食品，加工食品に

区分してその構成比率の推移をみると，90

年（53.1％）から03年（29.1％）にかけて生

鮮食品比率が大幅に低下してきているのに

対し，加工食品比率が25％前後でほぼ横ば

いなのが特徴的である（第５表）。外食費

比率は前項のとおり46％と高く，韓国統計

では中食が外食費に含まれているものと想

定される。

日韓比較を行うために，加工食品比率に
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第4表　１か月当たり家計実質食料品費�
　　の支出内訳  　　　　　　�

（百円）（単位　千ウォン）�

穀類・食パン�
肉類�
酪農品�
魚介類�
野菜・海藻類�
果実類�
調味食品�
パン･菓子類�
茶・飲料・酒類�
その他�
外食�

５６．８�
３５．４�
１４．１�
２８．５�
３３．２�
２１．１�
１５．８�
１７．０�
１３．６�
０．５�
６０．５�

出典　慎・李（２００４）ほか       �
資料　韓国統計庁『都市家計年報』各年度。日本は総務省『家

計調査（２００３）』�

１９９０年�

４６．７�
４２．２�
１７．１�
３３．３�
３５．６�
２８．５�
１５．７�
１３．５�
１３．７�
５．０�

１１５．７�

９５�

５６．７�
４５．０�
１９．３�
３２．１�
３５．６�
２７．３�
１５．１�
１７．３�
１６．４�
６．２�

１７６．０�

００� ０３�

４４．５�
４０．９�
１９．９�
３１．８�
４０．１�
２８．２�
１４．２�
２２．３�
２１．３�
１３．４�
２３３．２�

５７．３�
４７．０�
２９．１�
６２．３�
７１．１�
２３．４�
７３．１�
４０．１�
６１．７�
２６．１�
１２３．２�

日本�
０３�

（百円，％）

第5表　１か月当たり家計実質食料品支出�
　  の形態別内訳  　　　　      

（単位　千ウォン，％）�

食料品費�
外食費�
加工食品費�

生鮮食品比率�
加工食品比率�
外食費比率�
外部化率�

２２０．８�
４４．８�
５８．７�

５３．１�
２６．６�
２３．０�
４９．６�

出典, 資料とも第４表に同じ�

１９９０年�

３６７．１�
１１５．７�
９０．３�

４３．９�
２４．６�
３１．５�
５６．１�

９５�

４４７．０�
１７６．０�
１０５．５�

３７．０�
２３．６�
３９．４�
６３．０�

００� ０３�

５０９．６�
２３３．２�
１２８．０�

２９．１�
２５．１�
４５．８�
７０．９�

６１４．４�
１２３．２�
２６１．３�

３７．４�
４２．５�
２０．１�
６２．６�

日本�
０３�



外食費比率を加えた広義の食の外部化率で

見てみると，韓国では71％（03年）と日本

のそれ（63％，同年）を超えている（同表）。

（１） 食品供給量構成の特徴

韓国における国民一人当たり年間食料供

給量の推移と動向は，前記３節の家計の食

品消費構造と同様の変化を見せている。食

品供給量自体は553kg（02年）で70年

（ 3 6 7 kg）の 1 . 5倍となり，日本のそれ

（510kg，02年）を8.5％上回っているが，既

に00年にピークをつけ減少に転じている。

これは重量のある米の消費量が減少し，相

対的に軽量な野菜類の消費量が増加したこ

とによるものといえる。また牛乳・乳製品

の消費量が着実に増加しており，全体重量

の１割弱に達しているのが注目される。

日本における国民一人当たり年間食料供

給量（02年）では，穀類，野菜類，牛乳・

乳製品が３大消費品目で，それぞれが年間

90kg台で全体の各２割弱を構成しているの

に対し，韓国では穀類，野菜類が２大消費

品目で，それぞれが年間150kg前後で各３

割弱を構成しているのが特徴的である。韓

国では，食品消費の近代化・洋風化，多様

化・高度化が進展しているが，国民トータ

ルでみると現時点ではまだ米飯とキムチに

よる伝統的食生活がその大宗を占めている

ものと推察される（第６表）。なお，韓国

における米の消費量は87.6kg（03年）で

年々低下している（日本は61.9kg［03年概算

値］で，韓国の現行消費量水準は日本の75年

水準〔88.0kg〕に相当する）。

（２） たんぱく質・脂肪の供給量推移と

動向

韓国における国民一人１日当たりのエネ

ルギー供給量も2,992kcal（02年）で70年

（2,370kcal）の26％増となり，日本のそれ

（2,600kcal，02年）を15％上回っているが，

既に00年にピークをつけ減少に転じてい

る。エネルギー供給量の増加は熱量の多い

動物性たんぱく質と脂肪の摂取量が増加し

てきたことによるものといえる。植物性た

んぱく質の摂取量は70年以来ほぼ一定して

55ｇ前後で推移しているが，これも02年に

かけて減少に転じている。ここには，米飯

とキムチによる伝統的食生活にはっきりと

した変化の兆しが現れているものといえ
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 （単位　ｋｇ，％）�

穀類�
イモ類�
砂糖類�
豆類�
堅果類�
種実類�
野菜類�
果実類�
肉類�
鶏卵類�
牛乳類�
魚介類�
海藻類�
油脂類�

  合計�

出典　慎・李（２００４）ほか       �
資料　韓国農村経済研究院『食品需給表』,�
　　　日本は農林水産省『食料需給表（２００２）』�
（注）　日本の合計には, でんぷん１７．２％, その他１６．４％を

含む。�

第6表　一人当たり年間食料供給量の特徴�

１５５．２�
１３．７�
２０．８�
１０．５�
１．１�
１．０�

１４５．６�
４１．９�
３９．２�
９．５�
５２．７�
３６．３�
８．２�
１７．４�

５５３．０�

２８．１�
２．５�
３．８�
１．９�
０．２�
０．２�
２６．３�
７．５�
７．１�
１．７�
９．５�
６．６�
１．５�
３．１�

１００．０�

供給量� 構成比�

２００２年�

 （ｋｇ，％）

９６．０�
１９．９�
２０．０�
９．３�
-�
-�

９６．７�
４２．０�
２８．４�
１６．８�
９２．９�
３７．６�
１．５�
１５．０�

５０９．７�

１８．８�
３．９�
３．９�
１．８�
-�
-�

１９．０�
８．２�
５．６�
３．３�
１８．２�
７．４�
０．３�
２．９�

１００．０�

供給量� 構成比�

日本０２�

４　一人当たり食品消費量

の特徴と動向



る。そして食生活スタイルが，相対的に低

エネルギー消費となる先進国型に転換して

いく兆しを示しているものといえよう（第

７表）。

以上，韓国における食品消費を経済発展

と同期をとった経年変化と対日比較という

形で検討してきたが，ここでは韓国におけ

る現在の社会状況と食品消費の関係を概観

してみることとする。

（１） 世帯主年齢別の食品消費動向

世帯主年齢別に一人当たり月間食料品費

の品目別支出額の変化を24歳以下と55歳以

上の間を５歳刻みの層にして比較してみる

と，食料品費全体額は年齢層が高くなるに

つれて逓増し，45～49歳層（56万５千ウォ

ン）をピークに減少する（03年）。

品目別にみると，穀類・食パン，肉類，

魚介類，野菜・海藻類，果実類，調味食品

の支出額は年齢層が高くなるにつれて逓増

する。一方，酪農品は30～34歳層（２万９

千ウォン）がピークを構成し，その両端年

齢層方向に逓減する。同様にパン・菓子類

では35～39歳層（３万ウォン）がピークと

なり，その両端年齢層方向に逓減する。韓

国における食の近代化が，世帯主年齢別に

みると主に30～39歳層を中心にそれ以下の

年齢層で進んでいるものと類推される。

なお，茶・飲料・酒類では24歳以下と55

歳以上層で２万ウォンを下回る以外は，各

年齢層とも２万ウォン台前半の支出額とな

っている（第８表）。
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５　社会的要因と食品消費構造

第7表　一人当たりたんぱく質・脂肪供給量の推移�
�
（kｃａｌ, ｇ）�（単位　kｃａｌ, ｇ）�

エネルギー �

たんぱく質 �

　植物性�
　動物性�

脂肪 �

　植物性�
　動物性�

２，８５３�

８９．３�

５６．１�
３３．２�

７２．２�

４６．７�
２５．５�

出典, 資料とも第６表に同じ�

１９９０年�

２，９５９�

９６．９�

５７．６�
３９．３�

７６．９�

５０．６�
２６．４�

９５�

３，０１０�

９７．１�

５５．９�
４１．２�

８０．１�

５５．９�
２４．１�

００� ０２�

２，９９２�

９８．５�

５２．９�
４５．７�

８５．６�

５９．１�
２６．４�

２，６００�

８６．１�

３８．４�
４７．７�

８３．６�

４９．６�
３４．０�

日本�
０２�

第8表　世帯主年齢別一人当たり月平均食料品費の構成比（２００３年）�

（単位　千ウォン）�

穀類･食パン�
肉類�
酪農品�
魚介類�
野菜・海藻類�
果実類�
調味食品�
パン・菓子類�
茶・飲料・酒類�
その他�
外食�

食料品費計�

２４．２�
１８．９�
９．０�
１６．１�
２１．５�
１３．８�
５．２�
１７．３�
１４．９�
８．５�

２２３．２�

３７２．６�

出典　慎・李（２００４）ほか       �
資料　韓国統計庁『都市家計年報（２００３）』 �

２４歳以下�

２９．２�
２７．２�
２３．２�
１８．９�
２６．７�
２０．７�
７．４�
１９．２�
２２．８�
９．５�

２３４．３�

４３９．１�

２５～２９�

３３．２�
３１．８�
２９．０�
２３．５�
３０．３�
２４．５�
８．１�
２４．１�
２４．６�
１３．０�
２２８．４�

４７０．４�

３０～３４�

４２．４�
３７．３�
２５．０�
２６．８�
３６．２�
２７．９�
１０．９�
３０．４�
２２．５�
１４．３�
２４０．０�

５１３．６�

３５～３９�

４７．０�
４４．１�
２１．３�
３０．７�
４１．２�
２８．９�
１３．９�
２８．９�
２２．４�
１５．１�
２５８．４�

５５１．８�

４０～４４�

４７．１�
４５．３�
１７．７�
３３．８�
４３．０�
２８．７�
１５．３�
２２．７�
２０．５�
１５．６�
２７５．４�

５６５．０�

４５～４９�

４７．９�
４５．２�
１５．５�
３８．９�
４３．９�
３０．４�
１７．５�
１６．６�
２２．５�
１４．１�
２６８．２�

５６０．５�

５０～５４�

５２．３�
４１．９�
１２．３�
３８．１�
４４．７�
２９．８�
２０．５�
１２．３�
１８．０�
１０．７�
２０９．５�

４９０．０�

５５歳以上�



（２） 女性の社会進出と食品消費動向

女性の社会進出に伴う食品消費動向の変

化を，共働き世帯とそれ以外の世帯の消費

支出額で比較してみると，食料品支出額全

体での大差はないが，外食費は当然予想さ

れることながら共働き世帯で多くなってい

る。外食費の消費支出額全体に対する構成

比は，共働き世帯で13.9％，それ以外の世

帯で11.6％となっている（
（注６）

03年）。

日本においては外食費に中食費が含まれ

ていないことから同一ベースの比較はでき

ないが，共働き世帯の外食費率は4.4％と，

韓国同様にそれ以外の世帯の外食費率

（4.2％）より高くなっている（総務省全国消

費実態調査，1999年）。

（注６）慎・李（2004）（資料 韓国統計庁（2003）
『都市家計年報』）。

（３） 都市化と食品消費動向

都市化による食品消費動向の変化を，地

域別の一人１日当たりの食品種類別摂取量

の差異で見てみると，大都市と中小都市間

での有意差はないが，都市部と邑／面（日

本の郡部）地域との間では顕著な差異があ

る。邑／面地域では植物性食品摂取比率が

83.4％（動物性は16.6％）と高いのに対し，

都市部では80％を切って動物性食品比率が

20％を超えている。品目別には邑／面地域

で野菜類の摂取量が多く（対都市部＋７％），

肉類摂取量は対都市部で約３分の２にとど

まり，牛乳類のそれは同じく約７割程度に

とどまっている（
（注７）

02年）。

当然予想されることながら，韓国におけ

る食の近代化は都市部を中心に進展してい

るものといえる。

（注７）慎・李（2004）（資料 韓国保健福祉部
（2002）『2001国民健康・栄養調査』）。

次に，初めに韓国の小売流通チャネルの

発展動向を概観した上で，韓国における主

要農産物等の購入実態を見てみよう。

（１） 小売流通チャネルの発展動向

韓国における小売流通チャネルの発展は

日本と比して相当程度遅れていたが，96年

の流通市場開放に伴う外資系量販店の参入

とそれに対抗する国内系量販店（韓国では

いずれにおいてもディスカウント・ストア

［割引店］と呼ばれる業態が主）等の台頭に

より，小売流通チャネルの構成は日本に近

似しつつある。韓国のディスカウント・ス

トア業界は寡占化が進み，カルフール，ウ

ォルマート，三星テスコの外資系３社に，

国内系のＥマートとロッテ・マートを加え

た「ビッグ・ファイブ」は店舗数（163）

で業界全体（240店）の60％を超え，売上
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第9表　韓国ディスカウントストア業態の拡大推移�

１１５�

７．５�

１３．３�

１９９９�
年度�

１６２�

１０．１�

１５．２�

００�

１９０�

１３．９�

１６．１�

０１�

２４０�

１７．４�

１７．８�

０２�

２６８�

１９．２�

１７．２�

０３�

６ 主要農産物の購入・消費実態



高（12兆4,200億ウォン）でも約３分の２を

占めるに至っている（
（注８）

02年）。しかし，一

方で在来市場等も一定の役割を維持してい

る（第９表）。

（注８）慎・李（2004）

（２） 果実類の購入実態

韓国の政府系外郭団体である韓国農水産

物流通公社の調査に
（注９）

よれば，果実類の主な

購入先は大型流通会社（＝ディスカウン

ト・ストア，百貨店で27.3％）とスーパー・

商店街（24.2％）で過半を占める。アパー

トと連立／多世帯住宅（アパート以外の集

合住宅）からは，大型流通会社やスーパ

ー・商店街の利用が主になっている（第10

表）。世帯年収別，主婦学歴別にみても同

傾向で，サンプル中8.4％を占める年収最

高位の５千万ウォン（約500万円）以上層に

おける大型流通会社の利用率は33.8％と全

体の約３分の１を占めている。

果実類購入先の選択理由は価格が安い

（24.3％）がトップで，次いで品質がよい

（19.3％）が続く。年齢が高いほど交通が便

利で配達可能な先を選択し，年齢が低いほ

ど安くて親切／信用度のあるところが主に

なっている。

果実類購入時の選択基準は新鮮度・熟度

（33 .6％）がトップで，次いで味・糖度

（29.3％），価格（24.6％）と続く。生産地や

色，包装状態は選択基準にほとんど影響が

ない。また，低年齢ほど主に味・糖度と価

格で選択し，高年齢層は安全性，原産地

（輸入品の可否）を考慮している（第11表）。

年収最高位の５千万ウォン（約500万円）以

上層においては，味・糖度を選択基準とす

る率が34.7％と高くなる。

最もよく購入する果実類はリンゴ

（ 4 7 . 3％）がトップで，次いでミカン

（27.8％）となり，両者で75％を占める（第

12表）。選択理由は「習慣上良く食べる」

（38.2％），「安くて買いやすい」（34.6％）で

73％を占める。利用用途は間食用（70.2％）

とする実需が圧倒的に多く，デザート用

（26.9％）がそれに続く。低年齢で高学歴，

高所得者ほどデザート用を購入する傾向が

強い。年収最高位の５千万ウォン（約500

万円）以上層においては，

リンゴを最もよく購入する

とする率が42.8％と高い。

有機農（低農薬）栽培果

物の購入意向は「価格によ
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る」が60.3％と圧倒的に多いものの，「常

に購入」するとの回答が33％あり，購入意

思のあるものが93％に達した（第13表）。

サンプル中4.1％を占める最高齢層（61歳

以上）では「価格による」が34.1％で，「常

に購入」が51.2％，年収最高位の５千万ウ

ォン（約500万円）以上層では「価格による」

が56.6％で，「常に購入する」が41.0％と，

高齢，高所得者層において高い選好度を示

した。

なお，韓国においては，ガット・ウルグ

アイ・ラウンド農業合意を受けた諸対策の

一環として大規模な施設園芸が育成される

一方，それまでの「規模拡大・生産コスト

削 減 」 路 線 か ら ，「 親 環 境 農 業

（Environmentaly Frendly Agricultute）」路

線へと方向転換が徐々に行われ，97年には

親環境農業育成法が制定されて，日本でい

う有機栽培，特別栽培（減農薬，減化学肥

料，無農薬栽培等）農業が推進されて定着

してきている。
（注10）

有機栽培果物の選好度の高

さは，こうした供給側の事情にも影響され

ているものと考えられる。

輸入果物の選択動機は「おいし

い」（38.3％）がトップで，これに

「季節的な嗜好」（13.2％），「代替物

不在」（13.1％）を加えると65％と

なり，輸入果物に対する選好度が

一定水準に達していることが分かる（第14

表）。

（注９）2002年８月10日～９月10日にかけて実施さ
れたサンプリング調査でサンプルは全国10圏域
1,000世帯の主婦。

（注10）足立（2002）ほか。

（３） 果菜類の購入実態

同公社の別の調査で
（注11）

果菜類（葉菜類以外

の野菜類でイチゴ，スイカ等を含む）の購入

実態をみると，果菜類の主な購入先は在来

市場（29.2％）がトップで，次いでスーパ

ー・商店街（25.0％），大型流通会社（17.6％）

と続く。果実と比べてより日常性・必需性

の高い果菜類では在来市場への依存度が高

くなっている（第15表）。なお，イチゴに

関しては，サンプル中12.3％を占める年収

３千万ウォン（約300万円）以上層の31％が

大型流通会社で購入している。

価格と品質間の相対的重要度認識につい

て，価格重視の回答者数を１とした場合の

品質重視の回答者数に相当する値をみる

と，イチゴ，スイカ，米，大豆で高いこと

が分かる（第16表）。なお，イチゴに関し
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ては，サンプル中5.3％を占める年収最高

位の５千万ウォン（約500万円）以上層にお

ける「価格が非常に高くても品質の良いも

のを購入する」との回答構成比（単数回答）

が26.9％と高く，高所得層における品質志

向がかなり強いものとみられる。

品目別に商標（ブランド）の認知度（複

数回答における出現率）をみると，米

（74.1％）が圧倒的に高く，次いで真桑ウリ

（43.5％），スイカ（45.8％）と続く。

果菜類購入時の選択基準は，前記（1）

の果実類とは違って価格（29.2％），新鮮

度・熟度（20.5％），味・糖度（17.6％）の

順で，日常品，必需品であるためか価格志

向が強くなっている（第17表）。

最もよく購入する果菜類はスイカ

（33.3％），イチゴ（25.7％），トマト（一般，

ミニ計で27.3％）となっている（第18表）。

今後，所得水準の上昇によりイチゴの消費

量が増えていくものと予想されている（単

数回答の構成比48.0％）。なお，韓国におけ

るイチゴの年間一人当たり消費量は3.2kg

と，日本の1.2kgを相当量上回っている

（各01年，食品需給表，家計調査から算出）。

これは，韓国における果物の種類が相対的

に少ないことによるものと考えられる。

親環境（有機栽培）果菜類

の購入意向と購入経験を見

てみると，購入意向がある

とする者（単数回答）が合計

で85.3％，購入経験のある者

が58.6％と高い値を示した

（第19表）。また，購入経験の

ない者のなかでも，購入意向のある者の比

率は73.3％と同じく高い値を示した。主婦

学歴別，世帯年収別にみると，大学卒以上

層の購入意向が92.3％，サンプル中5.3％を

占める年収最高位の５千万ウォン（約500

万円）以上層の購入意向も90.4％と高いも

のとなった。

（注11）（注９）に同じ。但し，実施時期は02年９
月８日～10月４日，サンプル数は1,014。
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（４） 米の購入実態

同じ調査で
（注12）

米等の購

入実態を見てみると，

米等購入時の選択基準

は「品質に対する信頼」

（43.5％）が圧倒的に多

く，次いで「生産地」

（12.8％），「価格」（10.1％）

の順となっている（第20

表）。「生産地」に品質が

表象されているものとす

ると，品質による選択が過半を占めること

になる。なお，ここで「品質」とされてい

るものはブランドによって担保されるもの

であって，例えば「魚沼産コシヒカリ」に

相当するものである。韓国一の米どころと

いえば京畿道の「利川（イチョン）」となる

が，利川にはイングンニンピョ（王様印）

というブランドがある。主婦学歴別，世帯

年収別にみると，味・糖度を選択基準とす

る回答率が，大学卒以上で12.7％，年収５

千万ウォン以上層で13.9％と高く，高学歴，

高所得層でブランド志向から，実際の味・

糖度志向への転換が始まっていることがう

かがえる。

なお，韓国で作付面積が一番多い品種は

「秋晴れ」で，主食用米には一般に１割程

度の白濁米が混入している。しかしながら，

これはぼそぼそとした食感をもたらす一因

ともなっており，近年富裕層を対象に白濁

米を除去した「完全米（パーフェクト・ラ

イス）」が登場し，江南地区等を中心に販

売されている。
（注13）

一番信頼できる米の保証主体をみると，

生産者（47.6％），農協（31.3％）の順で，

生産・集荷単位が８割弱を占めている（第

21表）。

親環境認証米の購入動向を見てみると，

購入経験者比率は16.9％と低いが，未購入

者の非購入理由のトップは「あまり興味が

ない」（36.8％）で，高価格性を理由とする

ものは27.6％と相対的に低いのが注目され

る。今後の購入意向について，「必ず購入

する」を５点満点とした場合の各回答出現

率による過重平均点である「購入意向平均」

値は3.1でやや低いものとなっている（第22

表）。世帯年収別にみると，年収５千万ウ

ォン以上層の購入経験者比率は30.6％と高

い一方，非購入理由では「あまり興味がな

い」が48.0％となった。これは，年収水準

にかかわらず「あまり興味がない」層が多

いことを示しており，親環境米の普及，拡

販には高価格性よりも認知度がネックとな

っているものと考えられる。
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（注12）（注９）に同じ。但し，実施時期は2003年
10月６日～11月３日，サンプル数は1,017。

（注13）韓国においては基本的に産地精米が行われ
ていること（＝精米流通）や，精米時の熱によ
る劣化，高温乾燥，定温倉庫の未普及等が米の
品質を低下させているといわれる。

（１） 日本食品の消費動向

韓国で日本食品といえば，長い歴史の

「日式」食品文化とは別に，新しい食文化

の担い手としての側面が強まりつつある。

これは共に米飯を主食とするベースの上で

は，一時副食の調味を唐がらしからしょう

ゆ，かつおぶしへ変え，副食の種類を多皿

から日本的洋副食（豚カツ等）へ変え，あ

るいはおにぎりを韓国式に変えて受け入れ

ることに容易性があったこと等によるもの

と考えられる。

伝統的食文化から離れるには，唐がらし

をベースとする調味からそれ以外の「調味

料」が必要となるが，実際に韓国では日本

の調味料の需要が拡大している。みそ，し

ょうゆは日本からの輸入があり，近年増加

基調にある（第23表）。

韓国一の総合食品メ

ーカー（株）C J（旧，

第一製糖）では，既に

かつおぶしだし，ふ

りかけ，かつおぶし

うどん等を生産・販

売している。
（注14）

また，菓子類も日

本のものにニーズが高く，「キャンディー

菓子・砂糖菓子」の対日輸入が盛んであり，

キャンディー類は金額ベースの対日輸入品

目上位６位に顔を出している。
（注15）

韓国内でも

日本の菓子類に似た商品が生産・販売され

ており，菓子全体の市場規模も近年増加傾

向にある（第24表）。

総じて言えば，韓国においては日本の加
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（単位　％）�

資料　第１５表に同じ      �
（注）　「購入意向平均」は, 「必ず購入する」を５点満点とした場合の回答出現率による加重

平均値。       

第22表　親環境認証米の購入動向（２００３年）�

ある�１６．９�

無い�８３．１�

購入経験�

あまり興味が無い �

高いから �

品質が信じられない �

購入先・購入方法が分からない�

親環境米の流通事実を知らない�

親戚からもらっている�

３６．８�

２７．６�

１７．０�

９．０�

８．０�

１．５�

非購入理由�

必ず購入する �

購入するだろう �

分からない �

購入しないだろう �

絶対に購入しない �

購入意向平均 �

２．８�

３０．２�

４５．８�

１９．０�

２．３�

３．１�

購入意向�

（単位　みそ＝トン，しょうゆ＝kl，千ドル）

２００１年�
０２�
０３�
�出典　ＪＥＴＲＯ『アグロトレード･ハンドブック２００４』　  �
資料　財務省貿易統計　  �
（注）　数値は, 日本から見た対韓輸出に関するもの。  

第23表　韓国における日本製みそ･�
 　 しょうゆの輸入状況�

６９７�
６９５�
７６２�

８４７�
８１０�
１，０１６�

数量� 金額�

４８２�
９９２�
８２０�

８７９�
１，５０１�
１，５４８�

数量� 金額�

みそ� しょうゆ�

（単位　億ウォン）

チュウインガム�
キャンディー類�
ビスケット�
チョコレート�
パイ�
スナック�
その他�

　　  計�

資料　韓国農水畜産新聞『韓国食品年鑑（２００３）』  
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工食品に対する評価とニーズが高く，近年

対日輸入の伸びている日本製加工食品は，

ふりかけ，調味料，菓子，加工米（調味米，

粥等）となっている。
（注16）

いずれにせよ，韓国の食品消費ニーズに

は強い高級志向があり，洋風・日本風調味

料や冷凍食品，特に調理済みのものに将来

性があるものとされる。
（注17）

また，韓国では02

年のワールドカップ共同開催を経て日本食

品の浸透度が増し，民族系３大百貨店であ

る現代，ロッテ，新世界デパート等で「高

級化」をキーワードに上流層をターゲット

として日本食品売場や販促催事が拡充され

てきた。今やテイクアウト食品を主体とし

た日本食品売場を充実させることがデパー

トの共通課題になっている。デパートが高

級化に走るのは，ディスカウント・ストア

との競争にしのぎを削るなかで見いだして

きた生き残り戦略によるものである。
（注18）

また，

江南区等を中心に住民の所得階層が高い地

域では，デパート以外のチャネルでも日本

食品（主として加工食品）売場が拡充され

ている。

（注14）藤野（2004b）（株）CJ（旧，第一製糖）
聞取り調査，１月。

（注15）JETRO「アグロトレード・ハンドブック
2004」。

（注16）藤野（2004c）JETROソウルセンター聞取
り調査，１月。

（注17）（注16）に同じ。
（注18）曙光院「[韓－日本同時取材]デパートの大
反撃」，（韓国）エコノミスト（web版）04年６
月21日付。

（２） 日本食品の発展可能性

現時点ではまだ日本食は一部の高級市場

のものであり，消費ニーズは高所得者層に

偏っている面がある。しかし逆に顧客標的

をハイクラスに置けば，日本食品の販路は

既に開かれていることになる。また，日系

コンビニエンス・ストアにおける韓国向け

おにぎり等の開発・普及から，マーケッ

ト・インの視点に立った食品開発を行え

ば，主に加工食品の分野での大衆商品の販

路も十分に開かれているものといえよう。

現在，ソウルの街角には日本でもおなじ

みの外資系イタリアンコーヒー・チェーン

やそれをまねた国内系イタリアンコーヒ

ー・チェーンが店舗展開されている。これ

らは，02年のワールドカップ開催以前には

考えられなかったことだとされる。韓国は

確実に伝統文化からの変化の時代に突入し

たものと考えられる。現在日本は韓国ドラ

マ「冬のソナタ」を契機とした韓流ブーム

の只中にあるが，韓国においては「ニッポ

ンピル」の風が吹いているという。日韓両

国は，これまでの経済交流のうえに文化交

流も積み重ねて，東アジアの紐帯強化の核

となるように競争と協調のなかでの持続的

発展関係を築いて行く必要があろう。
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